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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】磁石が発生する磁界の空間分布を高い精度で決
めることができるような回転デバイスを提供する。
【解決手段】所定の軸のまわりにアーバー１０１を回転
させる回転デバイスは、アーバーの磁性材料で作られて
いるピボット１０３と引力がはたらく磁石１０６を有す
る少なくとも１つの磁気ベアリング１０５を有する。ま
た、ベアリング１０５は、磁石１０６とピボット１０３
の間に配置された磁束センター化構造６０と、及びセン
ター化構造用の支持体１４４とを有する。このセンター
化構造は、周部と、及び少なくとも１つの接続要素によ
って周部に弾性接続している中心部とを有し、中心部は
、透磁性が高い材料で作られており磁石よりも小さな寸
法構成を有する。周部は、中心部が回転軸にセンター化
されるように支持体１４４に堅固に強制的に嵌められて
いる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　計時器用ムーブメントにおいて所定の回転軸のまわりにアーバー（１０１）を回転させ
る回転デバイスであって、
　アーバーの磁性材料で作られているピボット（１０３）と引力がはたらくように構成し
ている磁石（１０６、２０６）を有する少なくとも１つの磁気ベアリング（１０５）を有
し、
　前記ベアリング（１０５）は、前記磁石（１０６、２０６）と前記ピボット（１０３）
の間に配置されている磁束センター化構造（６０、７０、８０、９０）と、及び前記セン
ター化構造用の支持体（１４４）とを有し、
　このセンター化構造は、周部（６１、７１、８１、９１）と、及び少なくとも１つの接
続要素（６５、７５、８５、９５）によって周部に弾性接続される中心部（６３、７３、
８３、９３）とを有し、
　前記中心部は、透磁性が高い材料によって形成されており、前記回転軸を包含する断面
において前記磁石よりも小さな寸法構成を有し、
　前記周部は、前記中心部が所定の回転軸にセンター化されるように前記支持体（１４４
）に堅固に組み立てられ、
　前記周部は、前記支持体におけるハウジング内に強制的に挿入され、前記中心部は、前
記周部を介して前記支持体に接続されている
ことを特徴とする回転デバイス。
【請求項２】
　前記磁束センター化構造（６０、７０、８０、９０）は、少なくとも３つの弾性接続要
素（６５、７５、８５、９５）を有する
ことを特徴とする請求項１に記載の回転デバイス。
【請求項３】
　前記少なくとも３つの弾性接続要素は、前記中心部のまわりに規則的に配置されている
ことを特徴とする請求項２に記載の回転デバイス。
【請求項４】
　前記少なくとも３つの弾性接続要素は、すべて同様な形を有し、いずれの隣接した２つ
の弾性接続要素の間でも実質的に一定の角度ずれているように前記中心部に対して角をな
して配置されている
ことを特徴とする請求項３に記載の回転デバイス。
【請求項５】
　耐衝撃性の回転デバイスであり、
　前記ベアリング（１０５）は、適所に弾性保持される
ことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の回転デバイス。
【請求項６】
　前記磁束センター化構造（６０、７０、８０、９０）と前記ピボットとの間に、前記ピ
ボット（１０３）用の支持表面（１１９Ａ）を定める摩擦ジュエルが配置されており、
　前記支持表面は、前記ピボット用の止めメンバーを形成している
ことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の回転デバイス。
【請求項７】
　前記ベアリング（１０５）は、セッティング（１４４）を有し、
　前記磁石（１０６）は、前記セッティングにマウントされており、
　前記磁束センター化構造（６０、７０、８０、９０）は、前記磁石と前記セッティング
の前記開口との間に挿入されている
ことを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載の回転デバイス。
【請求項８】
　前記センター化構造（９０）の外側部分（９１）は、管体を形成しており、前記中心部
は、前記管体の一端に位置しており、
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　前記磁石（２０６）は、前記中心部が前記磁石と前記ピボット（１０３）の間にあるよ
うに前記管体内でマウントされている
ことを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載の回転デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転メンバーのアーバーと、及び計時器用ムーブメント内の所定の軸のまわ
りにアーバーを回転させる回転デバイスとを有する計時器アセンブリーに関し、この回転
デバイスは、アーバーの磁性材料で作られているピボットと引力がはたらくように構成し
ている磁石を装備した少なくとも１つの磁気ベアリングを有する。
【背景技術】
【０００２】
　計時器用ムーブメントの回転メンバーにおいて永久磁石を用いることは有利でありうる
。なぜなら、特に、永久磁石は、摩擦を抑えつつ、相当に大きい局所的な力を発生させる
ことを可能にするからである。
【０００３】
　計時器用ムーブメントにおいて所定の回転軸のまわりにアーバーを回転させる磁石を備
えた回転デバイスが知られている。国際特許出願ＷＯ２０１２／０６２５２４の図１３に
示されている計時器においてアーバーを回転させる回転デバイスが１つの例である。本出
願に添付した図１は、この従来技術の図を再現したものである。図示した回転デバイスに
は、アーバー１があり、その両端は、２つのピボット２、３を形成している。これらのピ
ボット２、３は、磁性材料で作られている。図１は、さらに、２つのピボット２及び３を
回転可能に支持しガイドするように構成している第１のベアリングと第２のベアリングを
示している。これら２つのベアリングのそれぞれは、セッティング４０及び４４と、セッ
ティングにおいてマウントされる永久磁石４及び６と、及び磁石とセッティングの開口と
の間に挿入された支持表面１８Ａ及び１９Ａを備えたジュエルとを有する。第１のベアリ
ングと第２のベアリングの磁石４及び６は、第１及び第２のピボットをそれぞれ引きつけ
るような向きに向いており、これによって、アーバー１は、いくらかの半径方向の遊び及
び軸方向の遊びがあるように、回転軸に維持される。
【０００４】
　上記の原理に従って動作する信頼性が高い計時器用機構の製造には、相当に大きい技術
的な試練がある。なぜなら、極めて小さくなった寸法構成と、正確にクロノメーターの機
能を行うのに必要な高い空間的な精度のためである。
【０００５】
　実際に、最も自然的な磁性材料であっても最も合成的な磁性材料であっても、１ミリメ
ートル以下の規模では不均質である。したがって、この規模における磁界の位置合わせ及
び強さを制御することは難しい。具体的には、最も高い磁気エネルギー強度を有するマイ
クロ永久磁石、例えば、ＳｍＣｏ又はＮｄＦｅＢのマイクロ磁石は、通常、希土類系列の
化学元素の粉末から製造され、これらの粒状組織は１～１００μｍの寸法構成を有するか
らである。磁界の均質性は、一般的に、粒子規模に近くなると減少する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、磁石が発生する磁界の空間分布を高い精度で決めることができるような回転
デバイスを提供することによって従来技術の課題を解決することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、請求項１に記載の回転デバイスを提供することによって、この目的を達成す
る。
【０００８】
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　本発明によると、磁石とピボットの間に磁束センター化構造があることによって、一方
では、中心部における磁界強度を増加させるという効果、他方では、磁界の半径方向の勾
配を増加させるという効果を有する。したがって、本発明の第１の利点は、ピボットに半
径方向に作用する磁気的な復帰力を増加させることである。
【０００９】
　本発明によると、回転軸と垂直な断面図において、中心部は磁石よりも小さな寸法構成
を有する。また、中心部が磁界を集中させるので、ピボットは中心部の中心の方向に引き
つけられる。このように、本発明の第２の利点は、磁石における何らかの磁気的欠陥があ
ったとしても高い精度でピボットをセンター化することかできるということである。
【００１０】
　本発明によると、周部は、中心部が所定の回転軸にセンター化されるように支持体に堅
固に組み立てられる。このように、本発明の第３の利点は、磁束センター化構造が設計上
センター化され、によって集中させられ、磁石に何らかの幾何学的な欠陥があったとして
も、磁石からの磁束を用意された回転軸にセンター化するように導くということである。
【００１１】
　本発明によると、センター化構造の中心部は、接続される周部によって適所に弾性的に
保持される。実際に、中心部は、少なくとも１つの接続要素によって周部に弾性接続され
、この周部は、支持体におけるハウジングに強制的に挿入され、中心部は、周部を介して
支持体に接続されている。したがって、支持体に強制的に嵌められる際に周部が変形した
としても、中心部は、センター化構造の周部に対してその中央位置を実質的に保持する。
このように、本発明の第４の利点は、センター化構造が支持体に組み立てられる際の中心
部が「自動センター化」されることである。
【００１２】
　「弾力的接続」や「弾性接続」とは、中心部と周部の間の接続要素が弾性的であり、周
部が支持体に強制的に挿入される際に経験する変形が実質的に弾性変形であることを意味
する。修飾語の「弾性」や「弾力性」は、「変形された後に初期の形や体積を少なくとも
部分的に回復する品質を有すること」を意味する。弾力性ないし弾性の物が変形すると、
この変形によって、変形に対抗する復原力が発生し、その復原力の強度は、変形の振幅が
大きいほどに大きい。
【００１３】
　添付図面を参照しながら以下の説明を読むことで、本発明の特徴及び利点を理解するこ
とかできるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】従来技術の磁気回転デバイスの長手方向の断面図である。
【図２】本発明の例示的な第１の実施形態に対応する耐衝撃性の回転デバイスの部分的な
斜視図である。
【図３】図２及び４の回転デバイスを計時器用ムーブメントにどのように組み入れること
ができるかということの例を示している腕時計用ムーブメントの部分的な断面図である。
【図４】本発明の例示的な第１の実施形態に対応する耐衝撃性の回転デバイスの部分的な
長手方向の断面図である。
【図５】図２、３及び４の回転デバイスなどにおける使用に適している磁束センター化構
造の変種の１つを示す概略平面図である。
【図６】図２、３及び４の回転デバイスなどにおける使用に適している磁束センター化構
造の変種の１つを示す概略平面図である。
【図７】図２、３及び４の回転デバイスなどにおける使用に適している磁束センター化構
造の変種の１つを示す概略平面図である。
【図８】図８Ａは、図８Ｂの回転デバイスなどにおける使用に適している磁束センター化
構造の斜視図である。図８Ｂは、図４と同様であるが本発明の例示的な第２の実施形態に
対応する回転デバイスを示している部分的な長手方向の断面図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１５】
　図５、６及び７は、本発明の特定の実施形態による回転デバイスのための磁束センター
化構造の３つの変種を示す概略平面図である。
【００１６】
　本発明によると、このセンター化構造は、周部（図５、６及び７における６１、７１、
８１）と、及びこの周部に少なくとも１つの接続要素（それぞれ６５、７５、８５）によ
って弾性接続されている中心部（それぞれ６３、７３、８３）とを有する。さらに、本発
明によると、中心部は、透磁性が高い材料によって形成されている。磁束センター化構造
の他の部品を、中心部と同じ材料によって形成することができる。しかし、接続要素と周
部を別の材料で作ることもできる。例えば、好ましくは、透磁率が低い材料、特に、非磁
性体の材料である。「非磁性体」とは、透磁率が１に近い低い値の材料を意味する。磁束
センター化構造は、例えば、ＬＩＧＡ技術によって作ることができる。
【００１７】
　図示していない本発明の変種の１つによると、周部を中心部に弾性接続する接続要素は
、好ましくは、３６０°である中心部の全周囲にわたって、中心部から周部まで延在する
薄いシート（可能性としては、波形加工された薄いシート）の形態であることができる。
これによって、周部と中心部の間のスペースを閉じる。接続要素を形成している薄いシー
トが中心部と同じ材料で作られている場合には、その厚みは、好ましくは、中心部の厚み
の１０分の１以下であり、これによって、薄いシートによって磁石のまわりの磁界線を閉
じることを避けて、したがって、いずれの遮蔽効果をも最小限にする。また、接続要素を
形成するシートを穴によって貫通させることができる。
【００１８】
　図５、６及び７を再び参照すると、図示してある磁束センター化構造がそれぞれ、少な
くとも弾性接続要素を有することがわかる。図５に示す磁束センター化構造６０の周部６
１は、円環の形態である。しかし、代わりに、周部は、長円形、楕円形、多角形などであ
ることができることがわかるであろう。図５に示す例において、中心部６３は、直径が周
部の直径の約１２％である円盤の形態である。中心部と周部は、３つのＳ字形の接続要素
６５によって接続される。図５に示すように、これらの３つの接続要素は、中心部のまわ
りで放射状に設けられ、互いに１２０°の角をなして離れている。また、接続要素は、セ
ンター化構造の直径の約４０％の長さにわたって延在している。より一般的には、接続要
素のスパンは、好ましくは、センター化構造の直径の２０％～４５％である。また、接続
要素６５の「Ｓ」字形は、弾性を増す効果を与える。
【００１９】
　図６を詳細に参照すると、図示したセンター化構造が、４つの接続要素７５によって互
いに接続されている周部７１及び中心部７３を有することがわかる。図示した接続要素は
、円弧状に曲がっている小さな棒体の形をしていることがわかる。なお、図示した変種に
おいて小さな棒体によって示される環状の曲がりの弧は、中心部と周部の間の接続の弾性
を増す効果を与える。図６において、４つの弾性接続要素はそれぞれ、２つの隣接した要
素のそれぞれに対して角度９０°角度的にずれている。
【００２０】
　図７に示す磁束センター化構造の変種は、特に、周部８１が閉じたフレームを形成しな
い点で、前記２つの変種とは異なっている。この図に示すように、図示した変種において
、周部は、円弧状の接続要素８５の３つの遠位端によって形成されている。したがって、
周部は不連続的である。図示した例において、周部は、中心部８３を形成している円盤の
まわりにて規則的に分布している３つのタブに制限されている。
【００２１】
　図５～７の３つの変種において、好ましい実施形態によると、弾性接続要素は、中心部
のまわりにて規則的に配置している。より詳細には、これらの変種において、弾性接続要
素はすべて同様な形を有し、任意の隣接した２つの接続要素の間で実質的に一定の角度ず



(6) JP 2017-9585 A 2017.1.12

10

20

30

40

50

れているように中心部に対して角をなして配置されている。なお、「同様な形」は、所与
の形からの軸対称ないし中央対称の変換によって得られる形を含む。例えば、垂直な方向
の対称軸を有する「Ｓ」字形の反転形である。この好ましい実施形態によって、磁束セン
ター化構造がその支持体に強制的に挿入される場合に、磁束センター化構造の支持体に対
して中心部の所与の中央位置を維持することができる。これは、この強制的挿入時に周部
に与えられるいずれの応力にもかかわらずにである。この強制的挿入は、周部に何らかの
変形を発生させることがあり、特に、周部の外側寸法を縮小させることがある。
【００２２】
　本発明の磁束センター化構造の中心部が作られている透磁性が高い材料は、好ましいこ
とに、ニッケル、コバルト、又はニッケル又はコバルトベースの合金であることができる
。１つの実施形態において、前記材料は、リン含有率が１１％以下のニッケル－リンであ
ることができる。別の変種によると、磁束センター化要素の全体を、保磁界Ｈcが５ｋＡ
／ｍ未満、飽和が０．５Ｔよりも大きく、最大透磁率μRが１０００以上の特徴を有する
磁気的にやわらかい材料で作ることができる。別の変種によると、前記材料は、磁気的に
かたい材料であることができる。
【００２３】
　図２、３及び４は、本発明の第１の特定の実施形態に対応する耐衝撃性の回転デバイス
を示している。なお、図５、６及び７に関連して説明した磁束センター化構造６０、７０
及び８０は、以下に説明する回転デバイスにおける使用に特に適合している。
【００２４】
　図２、３及び４は、支持体１４５を示しており、その基礎部分には、ピボット１０３を
通す開口１３５が設けられている。この支持体１４５は、セッティング１４４を位置合わ
せするように構成している。このために、セッティング１４４は、支持体１４５内で弾性
手段によって逆円錐形のハウジング内に保持される。この弾性手段は、本例においては、
ばね１１０によって形成されている。図示した例において、支持体１４５は、環状のリム
を有する回転部品である。回転デバイスは、端１０２、１０３がそれぞれ第１及び第２の
ピボットを形成するようなアーバー１０１のために設けられる。ピボット１０３は、磁性
材料で作られている。また、セッティング１４４と支持体１４５は、ピボット１０３を回
転可能に支持しガイドするように構成しているベアリング１０５の一部を形成している。
図３に示すように、本例の回転デバイスは、さらに、ピボット１０２（図２及び４に示し
ていない）を回転可能に支持しガイドするように構成している第２のベアリング（符号な
し）を有する。
【００２５】
　また、セッティング１４４が、閉じジュエル１４６、永久磁石１０６、磁束センター化
構造６０、及びピボット１０３用の支持表面１１９Ａを有する摩擦ジュエル１１９を有す
ることがわかる。支持表面１１９Ａは、ピボットに対する止めメンバーを形成している。
ジュエル１４６は、セッティングの頂上を閉じて、磁石用の閉じたハウジングを形成する
ように構成している。摩擦ジュエル１１９は、磁石１０６とセッティング１４４の開口の
間に挿入され、磁束センター化構造６０は、磁石１０６と摩擦ジュエル１１９の間にはさ
まれている。なお、磁石１０６とセンター化構造６０は、ピボット１０３を引きつけるよ
うに構成しており、これによって、アーバー１０１が、所与の軸方向の位置において遊び
を有しつつ、所定の半径方向の位置に維持される。
【００２６】
　軸方向の衝撃があった場合には、バランススタッフ１０１のピボット１０３が摩擦ジュ
エル１１９とセッティング１４４を上方に押す。この場合、セッティング１４４とバラン
ススタッフ１０１をこれらの初期位置に戻すように作用するのは、ばね１１０のみである
。ばね１１０は、制限された変位を有するような寸法構成を有し、その限界を超えると、
スタッフ１０１の肩部が開口１３５の外縁に当接する。このようにして、スタッフの厚い
部分が衝撃を吸収することが可能になる。適度な強度の側方の衝撃があった場合に、ピボ
ットをその平衡位置に戻すように作用するのは、磁石１０６が発生する磁界のみである。
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なお、ピボットの平衡位置が、最大の磁界強度に対応し、この最大強度の位置が、センタ
ー化構造６０の中心部６３の位置と一致することがわかる。側方の衝撃の強度が特定の限
度を超える場合には、磁界が発生する力ではピボット１０３を保持するのに十分ではなく
なる。そして、ピボット１０３は、開口１３５の外縁に当接する。次に、ピボット１０３
の移動が開口１３５の外縁によって止められると、磁力によってピボット１０３をその平
衡位置の方へと戻すことができる。
【００２７】
　変種の１つによると、摩擦ジュエル１１９の支持表面１１９Ａは、水平である代わりに
、図１のジュエル１９の支持表面１９Ａのように空欠部を設けることができる。なお、こ
のような場合、衝撃を受けた後にピボットをその平衡位置に戻すように作用するのは、単
に磁力ではなく、空欠部に対するピボットの保持力も、ピボットをその平衡位置に戻すこ
とに寄与することを理解できるであろう（軸方向の力は、空欠部の反力を介して、半径方
向の部品を誘導する）。
【００２８】
　図２、３及び４の変種において、磁束センター化構造と磁石どうしは、実質的に同じ直
径を有する。この直径は、好ましくは、０．４～１．５ｍｍである。本発明によると、回
転軸を含む断面において、センター化構造６０の中心部６３は、磁石よりも小さな寸法構
成を有する。これらの条件の下で、中心部の直径は、好ましくは、０．１～１ｍｍである
。また、この中心部の厚みは、好ましくは、４０～１００μｍである。
【００２９】
　本発明によると、回転デバイスは、センター化構造の支持体を有する。センター化構造
の周部６１は、支持体に対して堅固に組み立てられ、周部は、支持体におけるハウジング
内に強制的に挿入される。本例の実施形態によると、関心事の支持体は、セッティング１
４４によって形成される。したがって、セッティング１４４内に周部６１が押し込まれる
。このようにすることによって、周部６１が比較的大きく変形をすることが経験によって
わかっている。これらの条件の下で、中心部６３が周部に弾性接続されていない場合、押
し込みの後に中心部によって占められる位置を予測することはできない。本発明の弾性接
続の利点の１つは、押し込みの後の中心部の位置が、設計上セッティングの中心の近くを
維持している弾性的な平衡位置に対応するということである。したがって、このことによ
って、中心部が、セッティングの中心を通り抜ける回転軸にセンター化することが確実に
なる。
【００３０】
　図８Ａ及び８Ｂは、本発明の特定の第２の実施形態に対応する。図８Ｂは、この本発明
の回転デバイスの第２の実施形態の部分的な長手方向の断面図である。図８Ａは、磁束セ
ンター化構造及びアーバー１０１の一部のみを示す概略斜視図である。具体的には、図を
混雑させないように、アーバーの端に位置するピボット１０３がこの部分的な図において
は示されていないことがわかる。図８Ａを再び参照すると、図示したセンター化構造９０
が、（図５に示す場合と同様な形態で）半径方向を向いている小さな棒体の形態の３つの
接続要素９５を有していることがわかる。センター化構造９０は、小さな中実の円筒の形
態の中心部９３と、及び周部の管状の部分９１とを有する。図示した例では、これは、断
面が円形の管体である。しかし、代わりに、断面が長円形、楕円形、多角形などの管体で
あることもできることがわかるであろう。また、図８Ａに示すように、第１の実施形態の
場合とは異なり、周部９１は、中心部９３よりもはるかに高い。中心部は、管体９１の一
端に位置している。したがって、図示した実施形態において、周部が中心部の下の空洞の
限界を定めていることを理解することができるであろう。図８Ｂに示すように、この空洞
は、磁石を収容するように構成している。
【００３１】
　図８Ｂは、図４に非常に似ている。このため、図４の要素と実質的に同じ図８Ｂの要素
にはいずれも同じ符号を割り当てている。しかし、磁石２０６は、図４の磁石１０６の直
径よりも小さな直径を有し、このことによって、磁石２０６が、磁束センター化構造９０
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の周部９１の内側にて押し込まれたり接着されたりすることが可能になる。図８Ｂに示し
た回転デバイスは、図４のものと実質的に同じであるので、詳細には説明しない。
【００３２】
　図８Ｂを再び参照すると、ピボット１０３が磁束センター化構造の中心部９３と直接接
触していることもわかる。したがって、これは、受け石を定める。このようにして、図示
した変種において、センター化構造の中心部が、ピボットのための支持表面としてもはた
らくことがわかるであろう。このために、中心部９３は、摩擦特性が良好な磁性材料を用
いて作られる。このような材料は、良好な磁気品質及び良好な摩擦特性の両方を有し、例
えば、コバルト又はニッケルのバインダーと超硬合金とが組み合わさった合金の形態で得
ることができる。好ましい変種の１つによると、関心事の超硬合金は、炭化タングステン
（ＷＣ）である。好ましい変種の１つによると、受け石を形成する材料は、コバルトを２
０～２５％含有するような炭化タングステンとコバルトの混合物である。代わりに、受け
石を形成する材料は、磁性金属性ガラスであることができる。好ましいことに、金属性ガ
ラスは、鉄ベースの金属性ガラスである。また、添付の請求の範囲によって定められる本
発明の範囲から逸脱せずに、本説明の主題を形成する実施形態に対して、当業者に明らか
な様々な変更及び／又は改善をなすことができることは明らかである。
【符号の説明】
【００３３】
９０　センター化構造
６０、７０、８０、９０　磁束センター化構造
６１、７１、８１、９１　周部
６３、７３、８３、９３　中心部
６５、７５、８５、９５　接続要素
１０１　アーバー
１０３　ピボット
１０５　ベアリング
１０６　磁石
１４４　支持体
１０６、２０６　磁石
１１９Ａ　支持表面
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